
（ ）
財務会計上
の短縮番号 3388

2061 1 1

（直近）

89.6%

1.21人 9,619 1.21人 9,620 1.71人 10,596 1.51人 10,097 110.1%

1.20人 9,600 1.20人 9,600 1.20人 9,360 1.20人 9,360 97.5%

0 0 0.01人 36 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0.50人 1,200 0.30人 720 - 

0.01人 19 0.01人 20 0 0.01人 17 0.0%

106.8%

- 

- 

- 

106.8%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） ％ 99 98 99,5 100 98

（2） 人 877 854 832 840 870

（3） 回 24 24 24 24 24

（4）

選択の
理　由

11,332 11,485 11,890

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

1,671

12,26711,332

22 年度

事業の対象 【誰（何）を】

11,890

その他財源

非常勤職員

12,267一般財源

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

※見直し内容を記入

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

(決算）

25 年度

担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

４か月児健康診査事業

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

４か月児

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 集団指導、問診、身体計測、小児科診察、保健指導（育児、発達、栄養、予防接種等）

実施期間

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

事業の目的 【どのような結果を得るか】

第 １ 期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

乳幼児健診事業

23 年度
区　　　　　分

２　事業コスト・指標値の推移

疾病の予防や早期発見・治療を図るとともに、この時期に必要な育児・栄養・発達等の保健
指導を実施し、育児支援及び乳児の健全な育成に期する

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成９年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
母子保健法第１３条（健康診査）、母性、乳幼児に対する健康診査及び保健指導の実施
（厚生省児童家庭局長通知）

アルバイト

H24/H23

1,713 1,865 1,793事　業　費（千円）

(決算）

24 年度

(予算）(決算）

11,485

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

任期付短時間勤務職員

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

池田市医師会へ委託可能である

内　　　　　　　　容

受診者数

100％に近い受診率により、疾病の予防や早期発
見・治療を図るとともに、この時期に必要な育児・
栄養・発達等の保健指導を実施し、育児支援及び
乳児の健全な育成が図られている

選択の
理　由

実施回数

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

受診率

乳児の健康管理に重要であり、24年度は、99,5％と高い受診率を達成し
ている。今後も受診率維持を期待する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

乳児の健康管理に重要。１００％の受診率を目指し努力
する。

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3383

2061 1 1

（直近）

109.5%

1.66人 12,079 1.67人 12,136 1.71人 10,596 1.98人 12,599 87.3%

1.45人 11,600 1.45人 11,600 1.20人 9,360 1.45人 11,310 80.7%

0 0.01人 36 0.01人 36 0.02人 72 100.0%

0 0 0 0 - 

0.20人 460 0.20人 480 0.50人 1,200 0.50人 1,200 250.0%

0.01人 19 0.01人 20 0 0.01人 17 0.0%

91.5%

0.0%

- 

- 

91.6%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） ％ 97 96 100 100 97

（2） 人 879 857 881 890 860

（3） 回 24 24 24 24 24

（4）

選択の
理　由

一般財源

(決算）

25 年度

事　業　費（千円）

(決算）

24 年度

内

訳

9国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

3,103

13,69915,164

22 年度

(決算）

23 年度

15,782

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

第 １ 期実施計画の事業名

事業の目的 【どのような結果を得るか】

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

１歳６か月児健康診査事業

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

財務会計上の事業名

乳幼児健診事業

事業の対象 【誰（何）を】

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

１歳６か月児

集団指導、問診、身体計測、小児科診察、歯科診察、保健指導（育児・栄養・歯科、心理な
ど）

実施期間

歩行や言語等発達の標識が容易に得られる１歳６か月の時点において、運動機能・視聴覚・精神発達等の遅滞、
障害のある幼児を早期発見し適切な保健指導等を行うことにより、健全育成を期する

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成 2年度　～　）

区　　　　　分

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
母子保健法第１２条（健康診査）、乳幼児に対する健康診査の実施について（厚生省児童
家庭局長通知） 妊産婦、乳児及び幼児に対する歯科健康診査及び保健指導の実施につ
いて（厚生省児童家庭局長・健康政策局長連盟通知）

※見直し内容を記入

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

H24/H23

3,085 2,834 3,183

(予算）

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

任期付短時間勤務職員

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

非常勤職員

14,970

15,164 14,961 15,78213,699

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

診察については可能だが、発達検査や栄養
指導、歯科健診は、医療機関では対応でき
ないので委託できない

内　　　　　　　　容

実施回数

受診者数

歩行や言語等発達の標識が容易に得られる１歳６か月
の時点において、100％に近い受診率により、運動機
能・視聴覚・精神発達等の遅滞、障害のある幼児を早期
発見し適切な保健指導等が行われている

選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

受診率

１歳６か月健診で課題のある児を着実にフォーローにつなげ、適切に支援
する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

１歳６か月検診で発達に障害のある幼児を早期発見し、
適切に支援する。

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号 3391

2061 1 1

（直近）

100.6%

0.10人 800 0.10人 800 0.20人 1,020 0.20人 1,020 127.5%

0.10人 800 0.10人 800 0.10人 780 0.10人 780 97.5%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0.10人 240 0.10人 240 - 

0 0 0 0 - 

120.0%

- 

- 

- 

120.0%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 68 67 74 80 70

（2） 人 44 49 47 50 50

（3） 回 6 6 6 6 6

（4） 回 6 6 6 6 6

選択の
理　由

一般財源

(決算）

25 年度

事　業　費（千円）

(決算）

24 年度

内

訳

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

311

1,3311,092

22 年度

(決算）

23 年度

1,332

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

第 １ 期実施計画の事業名

事業の目的 【どのような結果を得るか】

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

３歳児視力・聴覚検診事業（母子保健）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

財務会計上の事業名

乳幼児健診事業

事業の対象 【誰（何）を】

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

３歳６か月児健診時に回収したアンケート結果で必要と判断した者

問診、視力検査、眼科診察、耳鼻科診察

実施期間

弱視を引き起こす斜視や屈折異常などの視力障害及び軽度から中程度難聴の原因となる
滲出性中耳炎の早期発見・治療に結びつける

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成9年度　～　）

区　　　　　分

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
母子保健法第１２条（健康診査）、乳幼児に対する健康診査の実施について（厚生省児童
家庭局長通知）

※見直し内容を記入

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

H24/H23

292 309 312

(予算）

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

任期付短時間勤務職員

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

非常勤職員

1,109

1,092 1,109 1,3321,331

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

医療機関への委託が可能

内　　　　　　　　容

視力検診実施回数

聴覚検診受診者数

視力・聴力の障害を早期に発見している
選択の
理　由

聴覚検診実施回数

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

視力検診受診者数

視力障害及び聴力の早期発見・早期治療に有効であり、継続実施。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

視力障害及び聴力の早期発見・早期治療に有効。継続
する。

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3389

2061 1 1

（直近）

107.1%

1.32人 9,359 1.52人 10,980 1.50人 10,080 1.76人 12,047 91.8%

1.11人 8,880 1.31人 10,480 1.20人 9,360 1.45人 11,310 89.3%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.20人 460 0.20人 480 0.30人 720 0.30人 720 150.0%

0.01人 19 0.01人 20 0 0.01人 17 0.0%

94.2%

- 

- 

- 

94.2%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） ％ 94 95 95 95 95

（2） 人 849 826 839 840 830

（3） 回 24 24 24 24 24

（4）

選択の
理　由

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

3歳６か月健診で課題のある児を着実にフォローにつなげ、適切に支援す
る。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

３歳６か月検診で発達に障害のある幼児を早期発見し、
適切に支援する。

診察については可能だが、発達検査や栄養
指導、歯科健診については、医療機関では
対応できないので委託できない

内　　　　　　　　容

実施回数

受診者数

身体発育・精神発達の面から重要な時期である時
期に健診を行い、100％に近い受診率により、運
動発達等心身障害その他疾病及び異常を早期
発見し、適切な保健指導を行い、幼児の健康の保
持・増進が図られている

選択の
理　由

３　成果の達成状況

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

指
標
値

区　　　　　分 単位

受診率

13,053 14,40412,301

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

任期付短時間勤務職員

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

13,053

H24/H23

2,258 2,073 2,357

(予算）(決算）

24 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
母子保健法第１２条（健康診査）、乳幼児に対する健康診査の実施について（厚生省児童
家庭局長通知） 妊産婦、乳児及び幼児に対する歯科健康診査及び保健指導の実施につ
いて（厚生省児童家庭局長・健康政策局長連盟通知）

※見直し内容を記入

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成9年度　～　）

集団指導、問診、尿検査、身体計測、小児科診察、歯科診察、保健指導（発達、育児、栄
養、歯科予防接種等）

第 １ 期実施計画の事業名

事業の目的 【どのような結果を得るか】

実施期間

身体発育・精神発達の面から最も重要なこの時期に健診を行い、運動発達等心身障害その他疾病及び異常を早
期発見し、適切な保健指導を行い、幼児の健康の保持・増進を図る

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 藤田　恵子

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

非常勤職員

アルバイト

区　　　　　分

事　業　費（千円）

11,617

国・府支出金

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

３歳６か月児健康診査事業

子ども・健康部健康増進課

財務会計上の事業名

乳幼児健診事業

事業の対象 【誰（何）を】

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

３歳６か月児

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

2,221

12,30111,617

22 年度

(決算）

23 年度

(決算）

25 年度

担当部課名

14,404

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号 3402

2061 1 2

（直近）

106.8%

0.29人 1,161 0.90人 6,000 0.60人 3,460 0.90人 5,800 57.7%

0.10人 800 0.70人 5,600 0.40人 3,120 0.70人 5,460 55.7%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.19人 361 0.20人 400 0.20人 340 0.20人 340 85.0%

100.7%

110.0%

- 

- 

94.4%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 10,572 10,160 9,849 10,000 10,500

（2） 人 1,432 1,428 1,426 1,500 1,500

（3） 人 12,004 11,588 11,275 11,500 12,000

（4）

選択の
理　由

23,389 29,068

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

府内平均に比べ、低い公費負担額の改善。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

府内平均に比べ、低い公費負担額の改善。

内　　　　　　　　容

受診者数（延）

乳児健診受診者数（一般+後期）

妊婦健診受診者数

区　　　　　分 単位

すべて委託にて実施

経済的負担の軽減を図ることにより、安全な出産をするた
めに妊娠中の異常及び乳児の心身障害の早期発見を行
うとともに、妊婦、乳児の健康の保持増進を図っている。
しかし、府内平均に比べ、公費負担額が低額。

選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

59,45727,450

48,570

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

17,807

任期付短時間勤務職員

19,502国・府支出金

※見直し内容を記入 妊婦健診回数の増加(14回）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H24/H23

40,035 42,570 62,247事　業　費（千円）

(決算）

24 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
母子保健法第１３条（健康診査）、母性、乳幼児に対する健康診査及び保健指導の実施に
ついて（厚生省児童家庭局長通知）

(予算）
区　　　　　分

(決算）

事業内容の見直し 平成21年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成9年度　～　）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課

（ ）

妊婦・乳児健康診査事業

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

非常勤職員

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

妊婦及び乳児

医療機関委託による妊婦及び乳児健診

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

事業の目的 【どのような結果を得るか】

第 １ 期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

事業の対象 【誰（何）を】

実施期間

安全な出産をするために妊娠中の異常及び乳児の心身障害の早期発見を行うとともに、妊
婦、乳児の健康の保持増進を図る

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

45,445

48,90541,196

22 年度 23 年度

(決算）

25 年度

担当部課名

68,047

8,59021,455

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3387

2061 1 2

（直近）

118.0%

0.50人 4,000 0.40人 3,200 0.30人 2,340 0.40人 3,120 73.1%

0.50人 4,000 0.40人 3,200 0.30人 2,340 0.40人 3,120 73.1%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

94.7%

- 

- 

- 

94.7%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 2,087 1,845 1,709 2,000 2,300

（2） 人 236 183 213 230 250

（3） 回 24 24 24 24 24

（4） 回 10 10 20 20 20

選択の
理　由

よい歯の教室実施回数

6,942 6,159

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

歯科医師会と協力し、受診者等の増を図る。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

歯科医師会と協力し、受診者等の増を図る。

内　　　　　　　　容

フッ素塗布実施回数

よい歯の教室受講者数

フッ素塗布受診者数

区　　　　　分 単位

歯科医師会に委託済み

日程変更を容易にするため、希望者には受
診日の案内をメール配信しているが、受診者
数の減少がみられる

選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

7,8815,831

6,159

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

任期付短時間勤務職員

国・府支出金

※見直し内容を記入
新規登録しやすいよう 「よい歯の教室」 の開催をフッ素塗布と同日にし、実施回数を増やし
た

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H24/H23

2,942 2,959 4,761事　業　費（千円）

(決算）

24 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入

(予算）
区　　　　　分

(決算）

事業内容の見直し 平成24年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成9年度　～　）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課

（ ）

予防歯科室事業（母子保健）

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

非常勤職員

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

１歳～７歳までの市民 （平成９年～平成１７年度までは、１歳～６歳までの市民）

「よい歯の教室」受講により登録し、誕生月とその半年後に歯科検診、ブラッシング、フッ素
塗布をセットで受診できる

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

事業の目的 【どのような結果を得るか】

第 １ 期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

事業の対象 【誰（何）を】

実施期間

幼児のう蝕予防を図り、生涯を通じた歯や口腔の健康づくりの基礎を築く

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

3,491

5,8316,942

22 年度 23 年度

(決算）

25 年度

担当部課名

7,881

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3392

2061 1 2

（直近）

100.8%

1.60人 9,950 1.70人 10,800 2.00人 11,820 2.00人 11,820 109.4%

1.10人 8,800 1.20人 9,600 1.30人 10,140 1.30人 10,140 105.6%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.50人 1,150 0.50人 1,200 0.70人 1,680 0.70人 1,680 140.0%

0 0 0 0 - 

108.2%

- 

- 

- 

108.2%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 420 311 420 400 350

（2） 人 562 476 562 500 500

（3） 回 13 13 12 12 12

（4） 回 122 100 122 120 110

選択の
理　由

一般財源

(決算）

25 年度

事　業　費（千円）

(決算）

24 年度

内

訳

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

1,854

13,67411,588

22 年度

(決算）

23 年度

14,279

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

第 １ 期実施計画の事業名

事業の目的 【どのような結果を得るか】

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

約束クリニック事業（母子保健）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

事業の対象 【誰（何）を】

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

乳幼児健診等の結果、要経過観察と判断された児

問診、身体計測、小児科診察、発達相談、保健指導（育児、栄養)

実施期間

専門医の診察、心理相談員による発達相談及び保健指導等により経過を観察をすることに
より、異常の早期発見・治療及び療育につなげる

事業内容の見直し 平成19年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成9年度　～　）

区　　　　　分

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 母子保健法第１３条（健康診査）

※見直し内容を記入 非常勤心理相談員の採用

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

H24/H23

1,638 1,840 2,459

(予算）

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

任期付短時間勤務職員

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

非常勤職員

12,640

11,588 12,640 14,27913,674

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

小児科診察については、の専門的な診察が
出来る医療機関なら委託可能。
心理については、不可

内　　　　　　　　容

小児科診察実施回数

心理相談受診者数

専門医の診察、心理相談員による発達相談
及び保健指導等により経過を観察をすること
により、異常の早期発見・治療及び療育につ
なげることができている

選択の
理　由

心理相談実施回数

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

小児科診察受診者数

健診等より継続して経過観察することで、児の心身の状況から医療、療育
の方針を判断している。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

異常の早期発見・治療及び療育につなげることができて
いる。継続する。

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3397

2061 1 2

（直近）

110.2%

0.10人 800 0.10人 800 0.10人 780 0.10人 780 97.5%

0.10人 800 0.10人 800 0.10人 780 0.10人 780 97.5%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

98.2%

0.0%

- 

- 

99.8%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 64 45 66 70 50

（2） 回 12 12 12 12 12

（3）

（4）

選択の
理　由

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

54

834854

22 年度

899

２　事業コスト・指標値の推移

事業の目的 【どのような結果を得るか】

第 １ 期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

事業の対象 【誰（何）を】

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

（ ）

育児相談会事業（母子保健）

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

非常勤職員

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

乳児後期健診の結果、必要と判断した児及び希望者

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課

保育士による親子遊び及び保健師による個別相談、身体計測

(決算）

25 年度

担当部課名

保健衛生の充実

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

実施期間

発達の経過観察、発達支援及び育児不安の軽減、虐待予防

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成9年度　～　）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 母子保健法第９条（知識の普及）、第10条（保健指導）

119事　業　費（千円）

(決算）

24 年度

(予算）
区　　　　　分

(決算）

23 年度

国・府支出金

※見直し内容を記入

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H24/H23

49

849

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

35

任期付短時間勤務職員

13

899834

事業運営自体は可能だが、事業へのつなぎ
やその後の事業とのつながりでは、難しい点
がある

内　　　　　　　　容

実施回数

発達の経過観察、発達支援および育児不安
の軽減、虐待予防を図っている

選択の
理　由

相談者延人数

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

保護者の不安を受け止めながら、発達支援の場として今後も機能してほ
しい

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

発達支援課をはじめ関連部局との連携を検討。

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

819 836

単位

54

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3384

2061 1 2

（直近）

98.3%

0.50人 4,000 0.70人 5,600 0.70人 5,460 0.70人 5,460 97.5%

0.50人 4,000 0.70人 5,600 0.70人 5,460 0.70人 5,460 97.5%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

97.6%

0.0%

- 

- 

103.3%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 660 731 698 700 750

（2） 回 91 93 96 95 95

（3）

（4）

選択の
理　由

一般財源

(決算）

25 年度

事　業　費（千円）

(決算）

24 年度

内

訳

376国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

1,304

6,7645,206

22 年度

(決算）

23 年度

6,890

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

第 １ 期実施計画の事業名

事業の目的 【どのような結果を得るか】

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

親子教室事業（母子保健）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

事業の対象 【誰（何）を】

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

１歳６か月児健康診査等で発達の遅れのある児や育児不安、虐待の恐れがある親子

保育士による親子遊び、心理相談員、保健師による育児相談

実施期間

発達の経過観察により療育等の適切な集団に繋げるための見極め、発達支援、育児不安
の軽減、虐待の予防。

事業内容の見直し 平成21年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成2年度　～　）

区　　　　　分

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
母子保健法第９条（知識の普及）、第１０条（保健指導）育児等健康支援事業の実施につい
て（厚生省児童家庭局母子保健課長通知）

※見直し内容を記入 対象者の増加に伴い、1クール(週1回・4か月）の参加に変更した

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

H24/H23

1,206 1,327 1,430

(予算）

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

795

任期付短時間勤務職員

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

非常勤職員

6,927

4,411 6,551 6,8906,764

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

教室運営自体は、委託可能

内　　　　　　　　容

実施回数

児童発達支援センター、発達支援課等と整
合性を図りつつ、内容・役割の見直しが必要

選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

参加延人員

発達支援課をはじめ関連部局との連携を検討。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

発達支援課をはじめ関連部局との連携を検討。

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3393

2061 1 2

（直近）

66.6%

0.50人 4,000 0.50人 4,000 0.50人 3,900 0.50人 3,900 97.5%

0.50人 4,000 0.50人 4,000 0.50人 3,900 0.50人 3,900 97.5%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

93.5%

0.0%

95.8%

- 

94.4%

102.5%

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 684 606 575 600 650

（2） 回 34 33 33 34 33

（3）

（4）

選択の
理　由

妊娠中の健康管理から出産後の育児のことまで、母子が健康で安心して
過ごせるよう支援している。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

妊娠中の健康管理から出産、また、母子が健康で安心し
て子育てできるよう、充実。

助産師会など専門家集団の委託先があれば
可能

内　　　　　　　　容

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

受講者数

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

実施回数

受診者数は減少しているが、妊娠、出産、育
児及び歯科保健に関する知識の習得により、
安全な出産および母性・父性を高め、母子の
健全育成に繋がっている。

選択の
理　由

4,599

202

4,470 4,456 3,9674,208

120 95

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

任期付短時間勤務職員

正職員

H24/H23

590 599 269

(予算）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
母子保健法第９条、母子保健法第１０条、　母性、乳幼児にたいする健康診査及び保健指導について（児童家庭
局長通知）、育児等健康支援事業の実施について（母子保健課長通知）

※見直し内容を記入 1クールを4回から5回に増加し、食育をめざした調理実習を追加

事業内容の見直し 平成　１８年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成　　年度　～　）

５回シリーズによる講義、妊婦体操、沐浴の実習、調理実習等（年６クール）及び日曜日に
妊婦と配偶者参加の教室（年３回）

第 １ 期実施計画の事業名

事業の目的 【どのような結果を得るか】

実施期間

妊娠、出産、育児及び歯科保健に関する知識の習得により、安全な出産及び母性・父性を
高め、母子の健全育成を期する

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

両親教室事業（母子保健）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

事業の対象 【誰（何）を】

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

妊婦、その配偶者

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課担当部課名

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

399

4,2994,590

22 年度

(決算）

23 年度

4,169

内

訳

3 2 2

91

48

再任用短時間勤務職員

アルバイト

(決算）

25 年度

事　業　費（千円）

(決算）

24 年度
区　　　　　分

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3407

2061 1 2

（直近）

103.4%

0.20人 1,030 0.20人 1,040 0.20人 1,020 0.20人 1,020 98.1%

0.10人 800 0.10人 800 0.10人 780 0.10人 780 97.5%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.10人 230 0.10人 240 0.10人 240 0.10人 240 100.0%

0 0 0 0 - 

99.2%

0.0%

- 

- 

105.8%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 176 229 241 240 230

（2） 回 32 32 32 32 32

（3）

（4）

選択の
理　由

一般財源

(決算）

25 年度

事　業　費（千円）

(決算）

24 年度

内

訳

83国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

303

1,3231,308

22 年度

(決算）

23 年度

1,306

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

第 １ 期実施計画の事業名

事業の目的 【どのような結果を得るか】

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

幼児のあそび教室事業（母子保健）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

事業の対象 【誰（何）を】

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

３歳６か月児健康診査等で発達の遅れある児や情緒面で集団生活の準備が必要な児、ま
た育児不安、虐待の恐れがある親子

保育士による小集団の設定保育（母子分離）、心理相談員、保健師による保護者のグルー
プワーク

実施期間

発達の経過観察により療育等の適切な集団に繋げる。発達支援、育児不安の軽減、虐待
の予防。

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成12年度　～　）

区　　　　　分

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
母子保健法第９条（知識の普及）、第１０条（保健指導）、育児等健康支援事業の実施につ
いて（厚生省児童家庭局母子保健課長通知）

※見直し内容を記入

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

H24/H23

278 293 286

(予算）

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

183

任期付短時間勤務職員

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

非常勤職員

1,333

1,125 1,250 1,3061,323

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

教室運営自体は、委託可能だが、その後の
進路などの相談は、不可能

内　　　　　　　　容

実施回数

発達の経過観察により療育等の適切な集団
に繋げることができている。

選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

参加延人員

発達支援課をはじめ関連部局との連携を検討。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

発達支援課をはじめ関連部局との連携を検討。

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号 3394

2061 1 2

（直近）

100.0%

0.22人 1,760 0.25人 2,000 0.25人 1,950 0.35人 2,730 97.5%

0.22人 1,760 0.25人 2,000 0.25人 1,950 0.35人 2,730 97.5%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

97.9%

0.0%

94.4%

- 

102.2%

96.5%

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 341 363 332 340 360

（2） 回 17 17 17 17 17

（3）

（4）

選択の
理　由

一般財源

(決算）

25 年度

事　業　費（千円）

(決算）

24 年度

内

訳

100国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

17

1 1 1

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

399

2,3492,109

22 年度

(決算）

23 年度

3,282

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

第 １ 期実施計画の事業名

事業の目的 【どのような結果を得るか】

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

離乳食講習会事業（母子保健）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

事業の対象 【誰（何）を】

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

離乳期初期～中期及び後期～完了期の児の保護者

年１０回の講義、試食と年６回の調理実習

実施期間

離乳食の正しい知識を啓発することにより、今後の食習慣の基礎づくりとする

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成9年度　～　）

区　　　　　分

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
母子保健法第１０条（保健指導）、第１４条（栄養の摂取に関する援助）、育児等健康支援事
業の実施について（厚生省児童家庭局母子保健課長通知）

※見直し内容を記入

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

H24/H23

349 399 552

(予算）

18

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

348

任期付短時間勤務職員

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

非常勤職員

2,399

21

1,747 2,281 3,2612,332

14

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

栄養士会などに委託可能

内　　　　　　　　容

実施回数

今後の食習慣の基礎づくりに離乳食の正し
い知識を啓発している

選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

受講者数

離乳食について保護者が知識を深め、生涯の食の基礎作りに役立ってい
る。、
今後、アウトソーシング導入を検討。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

乳児の栄養指導を行い、母子の健康に貢献。
今後、アウトソーシング導入を検討。

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号 3401

2061 1 2

（直近）

67.5%

1.70人 13,600 2.20人 17,600 3.20人 19,560 3.20人 19,560 111.1%

1.70人 13,600 2.20人 17,600 2.20人 17,160 2.20人 17,160 97.5%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 1.00人 2,400 1.00人 2,400 - 

0 0 0 0 - 

103.5%

70.0%

- 

- 

107.8%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 1,659 1,593 1,820 1,850 1,600

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

乳児全戸訪問等を通じ、支援のより必要な家庭を把握し、フォローするこ
とで虐待予防につなげている。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

乳幼児健康診査の受診状況のさらなる把握に努め、支
援が必要な家庭の早期発見に努める。

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

乳児家庭全戸訪問は、助産師・保健師等
専門職の委託先があれば可能

内　　　　　　　　容 単位

訪問件数

20,400

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

2,401

平成２０年１０月より総合窓口課より出生届時に「出
生連絡票」を回収することにより対象者の把握が容
易になったため、訪問件数が増加した。訪問によ
り、個々の家庭状況を把握し支援している

選択の
理　由

13,900 18,931 21,322

※見直し内容を記入 乳児家庭全戸訪問事業（新生児訪問と同時実施）、養育支援訪問事業等の導入

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H24/H23

3,814 3,732

人  件  費  （人・千円）

3,922事　業　費（千円）

(決算）

24 年度

(予算）
区　　　　　分

(決算）

25 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
母子保健法第１１条（新生児の訪問）、第１０条（保健指導）、妊婦及び新生児に対する訪問
指導の実施について（児童家庭局長通知）、児童福祉法

家庭訪問での保健指導により、保護者の育児等の不安の軽減や異常の早期発見、治療や
療育、育児等についての指導により母子の健全育成を期する

事業内容の見直し 平成19年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成9年度　～　）

（ ）

訪問指導事業（母子保健）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

第 １ 期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

子ども・健康部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

事業の対象 【誰（何）を】

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

ハイリスク妊産婦、新生児の希望者、健診等で保健指導が必要な者

保健師、助産師による家庭訪問

事業の目的 【どのような結果を得るか】

実施期間

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

2,520

22,08017,414

22 年度

(決算）

23 年度

担当課長名 藤田　恵子

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

非常勤職員

21,332  支  出  合  計　Ａ

財

源

3,514

任期付短時間勤務職員

23,482

2,1601,680国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

2061 1 2

（直近）

- 

0.60人 4,800 0.40人 3,200 0.30人 2,340 0.70人 3,300 73.1%

0.60人 4,800 0.40人 3,200 0.30人 2,340 0.30人 2,340 73.1%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0.40人 960 - 

0 0 0 0 - 

73.1%

- 

- 

- 

73.1%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 件 1,736 2,054 1,985 2,000 2,100

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

育児不安の解消、育児の正しい知識の伝達により、ひいては虐待予防に
有効。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

子育て支援や育児不安の解消、虐待の早期発見・予防
に有効。
事業手法は検討の必要。

専門職種のいる所であれば可能

内　　　　　　　　容

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

相談件数

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

保護者の育児不安にタイムリ－に対応し、虐
待予防や児の健全育成に繋がっている。

選択の
理　由

3,200

4,800 3,200 3,3002,340

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

任期付短時間勤務職員

正職員

H23/H22

0 0 0

(予算）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 母子保健法第１０条（保健指導）、子どもの心の健康づくり対策事業（国）

※見直し内容を記入

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成9年度　～　）

特設電話での育児相談

第 １ 期実施計画の事業名

事業の目的 【どのような結果を得るか】

実施期間

育児不安の軽減、虐待予防

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

事業の対象 【誰（何）を】

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

妊婦及び乳幼児の保護者、家族

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課担当部課名

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

0

2,3404,800

22 年度

(決算）

23 年度

3,300

内

訳

再任用短時間勤務職員

アルバイト

(決算）

25 年度

事　業　費（千円）

(決算）

24 年度
区　　　　　分

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3396

2061 1 2

（直近）

112.8%

0.11人 819 0.11人 820 0.71人 2,237 0.71人 2,237 272.8%

0.10人 800 0.10人 800 0.10人 780 0.10人 780 97.5%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0.60人 1,440 0.60人 1,440 - 

0.01人 19 0.01人 20 0.01人 17 0.01人 17 85.0%

254.0%

- 

- 

- 

254.0%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 件 932 867 798 800

（2） 件 975 890 834 840

（3）

（4）

選択の
理　由

虐待予防として特定妊婦の把握が重要となっており、母子手帳交付時に
保健師が全数面接し、状況を把握することで、フォローにつなげている。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

母子保健法に規定する市の義務である。
妊婦や子育てに必要な情報をより活用を図る。

法に基づいた事業であり、市町村が妊娠届
けの届出先になっており、また保健指導がで
きる体制において実施すべきものである為、
委託することは不可

内　　　　　　　　容

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

妊娠届出数

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

母子健康手帳交付数

合計特殊出生率に左右されるため、目標値
は設定し難いが、母子の健康の保持・増進
のため保健指導等により、必要な情報提供
がなされている。

選択の
理　由

929

928 929 2,3312,360

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

任期付短時間勤務職員

正職員

H23/H22

109 109 94

(予算）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 母子保健法第１６条（母子健康手帳）

※見直し内容を記入

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成4年度　～　）

妊娠届により母子健康手帳を交付するとともにハイリスク妊婦等の必要な者に対して保健師
による保健指導を実施する

第 １ 期実施計画の事業名

事業の目的 【どのような結果を得るか】

実施期間

母子の健康の保持・増進を目的に母子の健診記録や予防接種の記録をし、母子の健康管
理を促す。

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

母子健康手帳交付事業

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

財務会計上の事業名

保健指導事業（集団・個別）

事業の対象 【誰（何）を】

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

妊婦

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課担当部課名

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

123

2,360928

22 年度

(決算）

23 年度

2,331

内

訳

再任用短時間勤務職員

アルバイト

(決算）

25 年度

事　業　費（千円）

(決算）

24 年度
区　　　　　分

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号 3371

2062 1 1

（直近）

99.3%

0.90人 7,200 0.40人 3,200 0.50人 3,900 0.85人 4,320 121.9%

0.90人 7,200 0.40人 3,200 0.50人 3,900 0.30人 2,340 121.9%

0 0 0 0.55人 1,980 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

100.4%

88.2%

- 

- 

100.6%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 15,158 15,441 15,440 16,000 17,500

（2） 世帯 48,500 48,500 48,600 48,600 48,600

（3） 回 6 6 6 6 6

（4）

選択の
理　由

1,094

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

63,996

67,89669,912

22 年度

財務会計上の事業名

住民健康診査事業

75,885

2,379

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

集団健診：15歳以上、個別健診：40歳以上の市民

集団健診（6月）、個別健診（6月～3月）

23 年度

(決算）

25 年度

担当部課名

保健衛生の充実

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課

（ ）

住民健康診査事業

２　事業コスト・指標値の推移

事業の目的 【どのような結果を得るか】

第 １ 期実施計画の事業名

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

事業の対象 【誰（何）を】

実施期間

心臓病、脳卒中等の生活習慣病を予防する対策の一環とし、これらの疾患の早期発見を図
り、必要な者に対し栄養や運動等に関する保健指導、健康管理に関する正しい知識の普
及を行う。

事業内容の見直し 平成20年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（昭和58年度　～　）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

24 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 健康増進法第３条（国及び地方公共団体の責務）

区　　　　　分
(決算）

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

非常勤職員

64,427 71,565事　業　費（千円）

(決算） (予算）

国・府支出金

※見直し内容を記入
法改正により特定健診に追加健診及び胸部Ｘ線検査、肝炎ウィルス、前立腺検診の同時実
施による見直し

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H24/H23

62,712

67,627

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

1,081

任期付短時間勤務職員

1,240

66,802

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

池田市医師会へ委託済

内　　　　　　　　容

広報誌掲載

年間事業冊子

特定健診と同時実施することにより、必要な
検査が同時にできるため、継続することが必
要。

選択の
理　由

健康を維持することは、市民生活、活動の基盤である。
市民の健康保持・増進を目的に行い、市民の健康意識を高め、受診率の
向上を目指す。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

健康を維持することは、市民生活、活動の基盤である。
市民の健康保持・増進を目的に行い、市民の健康意識
を高め、受診率の向上を目指す。

68,831 66,387

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

受診者数

73,506

単位

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 3373

2062 1 1

（直近）

114.3%

0.24 1,124 0.40 1,732 0.40 1,351 0.70 1,800 100.0%

0.09 720 0.11 880 0.11 858 0.10 780 100.0%

0.07 252 0.17 612 0 0 0.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.08 152 0.12 240 0.29 493 0.60 1,020 241.7%

91.5%

57.7%

132.1%

- 

45.6%

144.4%

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 170 225 265 284 290

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

75.66

  （平成　１９年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

山田和彦

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

健康診査事業

事業内容の見直し

内

訳

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

保健衛生の充実

子ども・健康部　休日急病診療所

４０歳以上の市民

集団方式で総合がん検診と同時に実施するとともに、４０歳以上で今までに受診していない
希望者を対象にBC型肝炎検査を集団方式により月に２回程度実施

生活習慣病の予防、健康づくりの推進

(予算）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

1,800

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算） (決算） (決算）

130

828

1,125

75 29

1912

540

1220

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

健康増進法第３条（国及び地方公共団体の責務）

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

住民健康診査事業

受診者数

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

３年前までは、総合がん検診との同時実施しかなかったが、特定健康診査
のみを実施したところ、受診者も増え、昨年から５回から１０回に増やしてい
る。このまま推移を見ていくべきと考える。

2年前までは、総合がん検診との同時実施しかなかった
が、特定健康診査のみを実施したところ、受診者も増え、
昨年から５回から１０回に増やしている。このまま推移を見
ていくべきと考える。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

特定検診の受診権の送付が５月半ばな為、事業実施実
施時期が６月からとなり実施回数が４回減って受診者の
伸びが横ばいになっている。受診希望者が多い為、日程
の調整を図り検査の充実に繋げたい。

血液検査の検査委託はしている。

829 1,029 1,176 1,249

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

３　成果の達成状況

42.40 52.41 40.01

1447

1,953 2,761 2,527 3,049

1,184

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ）
財務会計上
の短縮番号 3373

2062 1 2

（直近）

93.1%

0.28人 593 0.22人 860 0.22人 801 0.22人 801 93.1%

0.01人 80 0.07人 560 0.07人 546 0.07人 546 97.5%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.27人 513 0.15人 300 0.15人 255 0.15人 255 85.0%

93.1%

98.4%

- 

- 

92.7%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 1,785 1,628 1,511 1,600 1,700

（2） 世帯 48,500 48,500 48,500 48,600 48,600

（3） 回 6 6 6 6 6

（4）

選択の
理　由

骨粗鬆症の予防に有効。継続する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

骨粗鬆症の予防に有効。継続する。

池田市医師会へ委託済

内　　　　　　　　容

広報誌掲載

指
標
値

区　　　　　分 単位

受診者数

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

年間事業冊子

受診者数は減少しているが、骨量減少を早
期発見することにより骨粗鬆症を予防してい
る。

選択の
理　由

7,312

7,298 6,759 7,6756,264

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

551

任期付短時間勤務職員

正職員

H24/H23

7,256 6,452 7,660

(予算）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
健康増進法第３条（国及び地方公共団体の責務）、同法第４条（健康増進事業実施者の責
務）

※見直し内容を記入

事業内容の見直し 平成   年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成8年度　～　）

医療機関による個別方式で実施。

第 １ 期実施計画の事業名

事業の目的 【どのような結果を得るか】

実施期間

骨量減少を早期発見することにより骨粗鬆症を予防する。

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

骨粗鬆症検診事業

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

財務会計上の事業名

骨粗鬆症検診事業

事業の対象 【誰（何）を】

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

18歳から70歳までの市民

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課担当部課名

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

6,007

6,8087,849

22 年度

(決算）

23 年度

8,461

786

内

訳

544553

再任用短時間勤務職員

アルバイト

(決算）

25 年度

事　業　費（千円）

(決算）

24 年度
区　　　　　分

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 3373

2062 1 2

（直近）

101.1%

0.17 713 0.22 1,120 0.22 984 0.40 1,900 100.0%

0.05 400 0.10 800 0.10 780 0.20 1,560 100.0%

0.05 180 0.05 180 0 0 0.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.07 133 0.07 140 0.12 204 0.20 340 171.4%

89.7%

93.6%

93.8%

- 

89.0%

104.6%

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 76 106 107 140 140

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

9.61 8.69 8.06

113

885 1,301 1,167 2,085

1,110

172 181 183 185

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

３　成果の達成状況

骨粗鬆症検診を単独では行っておらず、子宮がん・乳がん・成人歯科検診
とまとめて実施している中での１つの検診で、業者への委託事業になり、こ
のまま継続して実施すべきと考えている。

骨粗鬆症検診を単独ではしておらず、子宮がん・乳が
ん・成人歯科検診とまとめて実施している中での１つの検
診で、業者への委託事業になり、このまま継続して実施
すべきと考えている。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

子宮がん・乳がん検診とのｾｯﾄ検診を実施
し、受診率向上に取り組んでいる。

検査委託している。

受診者数

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

健康増進法第３条　同４条

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

骨粗鬆症検診事業

85

763

73 54

106

988

168

1,863

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算） (決算） (決算）

78

区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

年６回集団方式により実施

骨量減少を早期に発見することにより、骨粗鬆症を予防する。

(予算）

37

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

事業内容の見直し

内

訳

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

保健衛生の充実

子ども・健康部　休日急病診療所

１８歳以上７０歳以下の市民

山田和彦

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

健康診査事業

9.08

  （平成　19年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3377

2062 1 2

（直近）

114.8%

0.50人 1,595 0.30人 1,200 0.30人 1,120 0.30人 1,120 93.3%

0.05人 400 0.10人 800 0.10人 780 0.10人 780 97.5%

0.20人 720 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.25人 475 0.20人 400 0.20人 340 0.20人 340 85.0%

109.7%

100.0%

- 

- 

109.9%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 619 687 802 900 1,000

（2） 世帯 48,500 48,500 48,600 48,600 48,600

（3） 回 6 6 6 6 6

（4）

選択の
理　由

5,064 4,920

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

生涯健康でいきいきと暮らすため、歯の健康づくりは大切である。
歯科検診の重要性を周知し受診率の向上を目指すとともに、歯科医師会
と協力し、事業の一層の充実を図っていく。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

生涯健康でいきいきと暮らすため、歯の健康づくりは大切
である。
歯科検診の重要性を周知し受診率の向上を目指すととも
に、歯科医師会と協力し、事業の一層の充実を図ってい
く。

内　　　　　　　　容

広報誌掲載

年間事業冊子

受診者数

区　　　　　分 単位

歯科医師会に委託済み

歯の喪失を予防し、歯や口腔の健康を維持。
また寝たきり高齢者の口腔状況を把握し、口
腔疾患の予防・口腔衛生の向上を図っている

選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

6,6715,409

5,039

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

105

任期付短時間勤務職員

119国・府支出金

※見直し内容を記入 平成２４年度より対象者を２０歳以上に拡大し、若年層や妊婦にも受診しやすくした

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H24/H23

3,574 3,839 5,730事　業　費（千円）

(決算）

24 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 健康増進法第3条、同法第4条

(予算）
区　　　　　分

(決算）

事業内容の見直し 平成24年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成8年度　～　）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課

（ ）

成人歯科検診事業

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

非常勤職員

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

２０歳以上の市民

医療機関による個別方式で実施

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

事業の目的 【どのような結果を得るか】

第 １ 期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

歯科検診事業

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

事業の対象 【誰（何）を】

実施期間

 歯を喪失する主な原因である歯周病やう蝕を早期発見し、早期予防に努め健全な歯・口腔
を維持することにより全身疾患も予防する。

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

4,408

5,5285,169

22 年度 23 年度

(決算）

25 年度

担当部課名

6,850

179119

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 3377

2062 1 2

（直近）

123.3%

0.13 498 0.18 800 0.22 984 0.40 1,290 122.2%

0.03 240 0.06 480 0.10 780 0.10 780 166.7%

0.04 144 0.05 180 0 0 0.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.06 114 0.07 140 0.12 204 0.30 510 171.4%

123.0%

85.7%

127.8%

- 

123.5%

103.8%

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 14 20 30 33 35

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

2.03

  （平成　19年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

山田和彦

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

健康診査事業

事業内容の見直し

内

訳

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

保健衛生の充実

子ども・健康部　休日急病診療所

満２０歳以上の市民

年６回集団方式により実施

高齢期の歯の保有や喪失予防

(予算）

1

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

1,427

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算） (決算） (決算）

14

12

606

12 5

23

1,097

39

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

健康増進法第３条　同４条

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

成人歯科検診事業

受診者数

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

成人歯科検診を単独では行っておらず、子宮がん・乳がん・骨粗鬆症検診
とまとめて実施している中での１つの検診で、個別よりも安価に実施できる為
継続すべきと考えている。

成人歯科検診を単独では行っておらず、子宮がん・乳が
ん・骨粗鬆症検診とまとめて実施している中での１つの検
診で、個別よりも安価で実施できる為、このまま継続すべ
きと考えている。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

子宮がん・乳がん検診とのｾｯﾄ検診を実施
し、受診率向上に取り組んでいる。

歯科医師、歯科衛生士による歯科検診のた
め、委託はできない。

121 120 148 181

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

３　成果の達成状況

1.94 1.96 2.65

18

619 920 1,132 1,471

888

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3372

2062 1 3

（直近）

101.3%

2.60人 11,180 2.46人 9,680 2.26人 7,557 2.61人 8,817 78.1%

0.80人 6,400 0.70人 5,600 0.50人 3,900 0.50人 3,900 69.6%

0.80人 2,880 0.35人 1,260 0.35人 1,260 0.70人 2,520 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

1.00人 1,900 1.41人 2,820 1.41人 2,397 1.41人 2,397 85.0%

99.1%

112.1%

- 

- 

97.6%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 15,179 16,895 16,144 16,300 16,510

（2） 世帯 48,500 48,500 48,500 48,600 48,600

（3） 回 6 6 6 6 6

（4）

選択の
理　由

13,704

92,353 89,536 105,999

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

91,245

98,802100,165

22 年度

事業の対象 【誰（何）を】

119,703

その他財源

非常勤職員

87,351一般財源

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

※見直し内容を記入

11,451国・府支出金

受益者負担　Ｂ

(決算）

25 年度

担当部課名

保健衛生の充実

（ ）

各種がん検診事業

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

胃がん：35歳以上、肺がん、大腸がん：40歳以上、子宮がん：20歳以上、乳がん：30歳以上
（ただしマンモグラフィ検査は40歳以上）、前立腺検査：50歳以上の市民

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課

事業の手段 【どうする（させる）ことで】
胃がん、肺がん、大腸がん、子宮がん、乳がん検査及び前立腺検査を集団方式と個別方式
で実施

実施期間

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

事業の目的 【どのような結果を得るか】

第 １ 期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

がん検診事業

23 年度
区　　　　　分

２　事業コスト・指標値の推移

がんの早期発見及び早期治療

事業内容の見直し 平成22年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（昭和36年度　～　）

70歳以上の市民の一部負担金免除制度を廃止

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
健康増進法第３条（国及び地方公共団体の責務）、同法第19条の2（市町村による健康増進
事業の実施）、がん予防重点教育及びがん検診実施のための指針（厚生省老人保健福祉
局老人保健課長）

アルバイト

H24/H23

88,985 90,067 110,886事　業　費（千円）

(決算）

24 年度

(予算）(決算）

99,747

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

7,812

任期付短時間勤務職員

10,211

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

池田市医師会へ委託済

内　　　　　　　　容

年間事業冊子

受診率が低迷しており、精検未受診者につ
いてもフォローが不十分であり、受診率及び
精検受診率について改善を図る必要がある。

選択の
理　由

広報誌掲載

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

受診者数

各がん検診をより多くの対象者に受診してもらうことが重要であるが、受診
率が低迷している。
がん検診の重要性について普及啓発活動を行っていく。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

各がん検診をより多くの対象者に受診してもらうことが重
要であるが、受診率が低迷している。
がん検診の重要性について普及啓発活動を行っていく。

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 3372

2062 1 3

（直近）

94.1%

0.44 1,928 0.71 2,844 1.00 4,140 1.20 3,870 140.8%

0.14 1,120 0.16 1,280 0.40 3,120 0.30 2,340 250.0%

0.14 504 0.29 1,044 0 0 0.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.16 304 0.26 520 0.60 1,020 0.90 1,530 230.8%

103.7%

105.6%

95.1%

- 

105.4%

91.7%

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 1538 2797 2161 3640 3700

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

15.06

  （平成　１９年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

山田和彦

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

健康診査事業

事業内容の見直し

内

訳

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

保健衛生の充実

子ども・健康部　休日急病診療所

胃がん：３５歳以上　肺、大腸がん、総合がん：４０歳以上　子宮がん：２０歳以上　乳がん（超
音波）:３０歳以上４０歳未満、（マンモ）:４０歳以上 前立腺がん:５０歳以上の市民

胃がん（間接・直接）　肺がん　大腸がん　総合がん　子宮がん　乳がん（超音波）（マンモ）
前立腺がん検診を集団方式で実施

がん予防及び早期発見

(予算）

693

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

11,838

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算） (決算） (決算）

2018

1978

8,571

2132 2265

2376

11,271

4150

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

健康増進法第３条（国及び地方公共団体の責務）、がん予防重点教育及びがん検診実施
のための指針（厚生労働省老人保健福祉局老人保健課長）

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

各種がん検診事業

受診者数

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

集団でないとできない検診（マンモグラフィ）もあり、また、医師会委託で実施
している検診に比べ、休日急病診療所で実施している検診が、１件当たりの
単価が安価で実施できるので、市のコスト面での負担を考慮すると集団を継
続もしくは拡充すべきである。

集団でないと出来ない事業（マンモグラフィ）もあり、また、個人
の医院で実施している検診に比べ、休日急病で実施している
検診の方が、１件当たりの単価が安価で実施できるため、市の
負担を考えると集団を継続、もしくは拡充をすべきと考える。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

無料クーポンによる受診者が増えている。平
成２４年度はタイの洪水で大腸がんのキットが
手に入らなかったため、受診者が減ってい
る。

バス検診、血液検査など委託できる分につい
ては、事業の委託をして実施している。

9,314 12,366 11,639 14,383

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

３　成果の達成状況

17.60 16.42 22.74

2498

11,242 15,210 15,779 18,253

10,694

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ）
財務会計上
の短縮番号

2062 1 4

（直近）

148.4%

0.30人 2,400 0.20人 1,600 0.20人 1,560 0.20人 1,560 97.5%

0.30人 2,400 0.20人 1,600 0.20人 1,560 0.20人 1,560 97.5%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

102.0%

134.3%

- 

- 

100.0%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 202 207 281 280 220

（2） 回 11 11 14 14 14

（3）

（4）

選択の
理　由

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

健康情報が溢れる中、行政しかできない発信を考えていく必要がある。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

健康に対する意識を高める効果がある。

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

集団健康教育受講者数

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

適切な委託先があれば可能

内　　　　　　　　容

集団健康教育実施回数

健康の保持・増進につながる.
選択の
理　由

1,755

2,462 1,653 1,6471,653

102

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

121

任期付短時間勤務職員

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H24/H23

183 155 261

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

24 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 健康増進法第３条（国及び地方公共団体の責務）、第４条（健康事業実施者の責務）

※見直し内容を記入 法改正により、対象を40歳から64歳へ変更した

事業内容の見直し 平成18年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（昭和58年度　～　）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

市民

医師、保健師、栄養士等による講義等

実施期間

健康の保持・増進につながる

第 １ 期実施計画の事業名

事業の目的 【どのような結果を得るか】

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

財務会計上の事業名

健康教育事業

事業の対象 【誰（何）を】

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

健康教育事業

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

230

1,7902,583

22 年度

(決算）

23 年度

(決算）

25 年度

1,821

174137

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号 3378

2062 1 4

（直近）

84.4%

0.05人 400 0.01人 80 0.01人 78 0.01人 78 97.5%

0.05人 400 0.01人 80 0.01人 78 0.01人 78 97.5%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

88.8%

- 

- 

- 

88.8%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 0 0 0 1 1

（2） 人 0 0 0 3 3

（3）

（4）

選択の
理　由

他課では、支援できない制度の狭間にいる対象者に訪問できる唯一の事
業のため、実績は少ないが廃止はできない。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

対象者の把握が困難。廃止を検討。

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

訪問実人員

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

適切な委託先があれば可能

内　　　　　　　　容

訪問延人員

対象者が少ないため、実績は上がらないが、
他課では支援できない対象者を支援する事
業であり、健康増進法に規定されている事業
のため廃止することはできない

選択の
理　由

240

647 240 126213

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

任期付短時間勤務職員

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H24/H23

247 160 142

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

24 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 健康増進法

※見直し内容を記入 法改正により、対象を40歳から64歳へ変更した

事業の目的 【どのような結果を得るか】

実施期間

本人及び家族に対して、家庭を訪問し必要な保健指導を行うことにより、心身機能の低下
の防止と健康の保持増進を図る。

事業内容の見直し 平成18年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（昭和60年度　～　）

財務会計上の事業名

訪問事業

事業の対象 【誰（何）を】

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

４０歳以上の者で、健康についての保健指導が必要であると認められる者

保健師、管理栄養士、歯科衛生士、理学療法士、作業療法士等による家庭訪問

第 １ 期実施計画の事業名

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

訪問指導事業

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

135

213647

22 年度

(決算）

23 年度

(決算）

25 年度

220

94

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

8486

2062 1 7

（直近）

98.5%

1.60人 12,800 0.50人 4,000 0.20人 1,560 0.50人 3,900 39.0%

1.60人 12,800 0.50人 4,000 0.20人 1,560 0.50人 3,900 39.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

65.7%

108.7%

- 

95.6%

39.0%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 79 71 79 80 80

（2） 人 26 18 21 20 20

（3） 人 13 14 13 20 20

（4） 人 5 2 1 5 5

選択の
理　由

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

生活習慣病対策は大切な事業ではあるが、現行の一部執行委任の形で
は、参加者も少なく充分な効果が望めない。
主管課である国保年金課の考え方次第だが、委託先の再検討等、抜本
的な対策が必要。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

高齢化の急速な進展に伴い、生活習慣病が増加してい
る。池田市にとって必要な事業。
主管課である国保年金課の考え次第。

動機づけ支援終了者

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

積極的支援対象者

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

健康増進課自体が国保年金課から執行委
任を受けている状況で、主管課が委託するな
ら可

内　　　　　　　　容

積極的支援終了者

動機づけ支援対象者

利用者数が少なく、事業評価が難しい
選択の
理　由

7,260

3,142

12,802 4,001 3,900

2,433

1,561

714

3,299 2,545

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

9

任期付短時間勤務職員

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H24/H23

3,310 3,260 3,498

(予算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

24 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 高齢者の医療の確保に関する法律第18条、24条

※見直し内容を記入

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成20年度　～　）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

40歳から７４歳までの国保加入者

特定保健指導の実施

実施期間

メタボリックシンドロームの改善

第 １ 期実施計画の事業名

事業の目的 【どのような結果を得るか】

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

財務会計上の事業名

特定保健指導事業

事業の対象 【誰（何）を】

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ 国 民 健 康 保 険 ）

特定保健指導事業

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

3,210

4,77016,110

22 年度

(決算）

23 年度

(決算）

25 年度

7,398

356776

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 3583

2062 4 1

（直近）

101.9%

1.16 9,236 0.91 7,280 0.91 7,098 0.90 7,020 100.0%

1.15 9,200 0.91 7,280 0.91 7,098 0.90 7,020 100.0%

0.01 36 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

99.5%

- 

- 

75.3%

139.9%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 36 35 23 15

（2） 人 1539 1284 863 600

（3）

（4）

選択の
理  由

8261

14,964 13,189 13,119 13,115

4,928

5,728 5,909 6,021 6,095

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

３　成果の達成状況

民間の充足状況を踏まえつつ民間でできる事業は民間を主とし、公がすべ
き事業により比重をかけていく方向にシフトを図る。

現在民間でも実施している介護保険の事業なので、民間
に引継、民であまり出来ていない、公がするべき事業に
方向転換を図ろうと考えている。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

民間でも徐々に訪問リハビリが充足しつつあ
り、緩やかに民間へ移行すべく現在新規ケー
スはとっていない。

民間の充足状況を鑑みながら、緩やかに且
つスムーズに民間へ引き継ぐ

訪問実人員

訪問延人員

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

介護保険法第７１条第１項

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

訪問リハビリテーション事業

10154

4,810

6223

6,896

4330

8,785

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算） (決算） (決算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

寝たきり対象者等の機能回復又は維持を図るため必要な訓練を在宅で行う。

介護予防

(予算）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

事業内容の見直し

内

訳

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

保健衛生の充実

子ども・健康部　休日急病診療所

介護保険対象者

山田和彦

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

訪問リハビリテーション事業

  （平成　19年度　～　） 　（平成　19年度～平成　25年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ）
財務会計上
の短縮番号

2062

（直近）

0.0%

0.02人 160 0.01人 80 0.01人 78 0.01人 78 97.5%

0.02人 160 0.01人 80 0.01人 78 0.01人 78 97.5%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

16.3%

- 

0.0%

- 

16.9%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 391 409 483 500 500

（2） 回 30 29 39 40 40

（3）

（4）

選択の
理　由

市民の健康に対する不安に丁寧に答えていく必要がある。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

今後も一人ひとりのニーズにあった相談を行う。

適切な委託先があれば可能

内　　　　　　　　容

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

相談延人員

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

相談実施回数

市民の生活習慣病の予防に個別的に対応
できている

選択の
理　由

479

410 462 7878

17

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

任期付短時間勤務職員

正職員

H24/H23

250 399 0

(予算）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入
健康増進法第３条（国及び地方公共団体の責務）、第４条（健康事業実施者の責務）、第１
７条（市町村による生活習慣病相談等の実施）

※見直し内容を記入 22年度から薬事相談を中止した。

事業内容の見直し 平成22年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（昭和58年度　～　）

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、栄養士等による相談

第 １ 期実施計画の事業名

事業の目的 【どのような結果を得るか】

実施期間

生活習慣病の予防及び健康増進

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

健康相談事業

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

財務会計上の事業名

事業の対象 【誰（何）を】

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

市民

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課担当部課名

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

0

78410

22 年度

(決算）

23 年度

78

内

訳

4

再任用短時間勤務職員

アルバイト

(決算）

25 年度

事　業　費（千円）

(決算）

24 年度
区　　　　　分

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号

2062 5 1

（直近）

68.5%

0.29 1,379 0.28 1,300 0.35 2,100 0.25 1,340 125.0%

0.08 640 0.07 560 0.20 1,560 0.15 1,170 285.7%

0.20 720 0.20 720 0.15 540 0 75.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.01 19 0.01 20 0 0.10 170 0.0%

74.9%

- 

- 

0.0%

85.3%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） ％ 99 99 99 99 100

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

2326

15,652

区　　　　　分

16,546

18,857

内　　　　　　　　容

14,122

３　成果の達成状況

単位

指
標
値

評価を踏まえた課題と対策

16,599 17,557

健康診断受診率

2311

今年度より、一部の検査について医師会へ委託していたものを業者へ委託
することとした。

法的に定められた範囲内で、検診内容や方法を見直し、
アウトソーシング等ができないか検討していきたい。
また、児童と教職員を切り離し、それぞれの目的に応じて
健康診断を実施し、健康状態を集約していきたい。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

検診内容を見直すことにより、医師会へ委託
していたものを業者へ委託することが考えら
れる。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

既に病気で主治医にかかっている児童以外、ほぼ
全員が受信しており、自覚症状がない児童から病
気を発見するスクリーニングとしての機能を果たし
ている。

選択の
理　由

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

学校保健安全法第１３条・第１５条、学校保健安全法施行規則第１条

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

小学校保健事業

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

任期付短時間勤務職員

12,022

17,978 14,122

13,804

2,309

14,773

16,113

健康診断（内科検診、心臓検診等）及び環境衛生検査（水質検査等）の実施

児童の健康の把握と保持増進、学校環境の衛生管理を図ることにより、学校教育を円滑に
実施する。

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

保健衛生の充実

管理部　保健給食課

児童、学校環境

中村　尚美

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

学校園保健事業

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号

2062 5 2

（直近）

69.9%

0.29 1,379 0.28 1,300 0.35 2,100 0.25 1,340 125.0%

0.08 640 0.07 560 0.20 1,560 0.15 1,170 285.7%

0.20 720 0.20 720 0.15 540 0 75.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.01 19 0.01 20 0 0.10 170 0.0%

81.9%

- 

- 

0.0%

91.2%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） ％ 99 99 99 99 100

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

8,888

966

9,015

内　　　　　　　　容

1008

単位

指
標
値

健康診断受診率

区　　　　　分

今年度より、一部の検査について医師会へ委託していたものを業者へ委託
することとした。

法的に定められた範囲内で、検診内容や方法を見直し、
アウトソーシング等ができないか検討していきたい。
また、児童と教職員を切り離し、それぞれの目的に応じて
健康診断を実施し、健康状態を集約していきたい。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

検診内容を見直すことにより、医師会へ委託
していたものを業者へ委託することが考えら
れる。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

生徒の健康の把握と保持増進、学校環境の衛生管理を図ることにより、学校教育を円滑に
実施する。

既に病気で主治医にかかっていいる生徒以外は
ほぼ全員が受診しており、自覚症状のない生徒か
ら病気を発見するスクリーニングとしての機能を果
たしている。

選択の
理　由

３　成果の達成状況

(決算）

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

学校保健安全法第１３条・第１５条、学校保健安全法施行規則第１条

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 健康診断（内科検診、心臓検診等）及び環境衛生検査（水質検査等）の実施

11,185

平成　　年度

中学校保健事業

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算）

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

10,113

1072

8,107

6,007

(予算）

※根拠となる法令の条項までを記入

人  件  費  （人・千円）

正職員

9,981 9,896 8,107

非常勤職員

担当部課名

学校園保健事業

実施根拠

保健衛生の充実

管理部　保健給食課

事　業　費（千円） 9,845

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）実施期間

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分

  支  出  合  計　Ａ

財

源

生徒、学校環境

中村　尚美

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

25 年度

担当課長名

8,602 8,596

任期付短時間勤務職員

アルバイト

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

内

訳

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 6380

2062 5 3

（直近）

66.1%

0.27 1,219 0.27 1,220 0.35 2,100 0.21 1,028 129.6%

0.06 480 0.06 480 0.20 1,560 0.11 858 333.3%

0.20 720 0.20 720 0.15 540 0 75.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.01 19 0.01 20 0 0.10 170 0.0%

130.1%

- 

- 

0.0%

136.1%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） ％ 99 99 99 99 100

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

学校園保健事業

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

保健衛生の充実

管理部　保健給食課

園児、学校環境

中村　尚美

施策名

健康診断（内科検診、心臓検診等）及び環境衛生検査（水質検査等）の実施

児童の健康の把握と保持増進、学校環境の衛生管理を図ることにより、幼稚園教育を円滑
に実施する

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

77

872

1,900

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

任期付短時間勤務職員

530

2,102 2,630

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

学校保健安全法第１３条・第１５条、学校保健安全法施行規則第１条

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

幼稚園保健事業

既に病気で主治医にかかってる園児以外、ほぼ全
員が受診しており、自覚症状のない園児から病気
を発見するスクリーニングとしての機能を果たして
いる。

選択の
理　由

今年度より、一部の検査について医師会へ委託していたものを業者へ委託
することとした。

法的に定められた範囲内で、検診内容や方法を見直し、
アウトソーシング等ができないか検討していきたい。
また、児童と教職員を切り離し、それぞれの目的に応じて
健康診断を実施し、健康状態を集約していきたい。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

検診内容を見直すことにより、医師会へ委託
していたものを業者へ委託することが考えら
れる。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」評価を踏まえた課題と対策

883 802

健康診断受診率

89

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

2,630

３　成果の達成状況

単位

指
標
値

1,823

事
業
コ
ス
ト
等

95

2,007

区　　　　　分

1,933

2,022

内　　　　　　　　容

受益者負担　Ｂ

その他財源

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ）
財務会計上
の短縮番号

8896

2063 1

（直近）

101.6%

0.14人 812 0.11人 820 0.10人 475 0.10人 475 57.9%

0.07人 560 0.10人 800 0.05人 390 0.05人 390 48.8%

0.07人 252 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0.01人 20 0.05人 85 0.05人 85 425.0%

89.9%

国・府支出金 101.7%

受益者負担　 Ｂ - 

その他財源 101.6%

一般財源      69.0%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） グループ 35 35 25 25 25

（2） グループ 16 16 19 19 19

（3） グループ 12 12 12 12 12

（4）

選択の
理　由

※１グループ＝5人で構成

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

一般高齢者介護予防施策として必要（高齢者のひきこもり防止）

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

一般高齢者介護予防施策として必要

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

ハッピークラブに委託済

内　　　　　　　　容

口腔ケア（月一回）

認知症予防（週一回）

一般高齢者介護予防施策として必要
選択の
理　由

1,200

1,105 1,100 775

1,140

759

単位

運動機能向上（週二回）

3,062

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

880

任期付短時間勤務職員

840

1,175 1,122

※見直し内容を記入

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

2,348 2,242 2,400事　業　費（千円）

(決算）

24 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入

(予算）
区　　　　　分

実施期間

運動機能向上による介護予防

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成　　年度　～　）

事業の手段【どうする（させる）ことで】

一般高齢者（介護保険の有無に係らず）

高齢者デイサービスと連携し、一般高齢者に運動機能向上等のプログラムを提供し介護予
防を図る

事業の目的【どのような結果を得るか】

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

地域介護予防活動支援事業

事業の対象【誰（何）を】

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類 番号 / 事 業番 号 / 枝 番 号

２４年度実施の事務事業
(２５年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 瀬谷　宗久

福祉部　高齢・福祉総務課担当部課名

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（介護保険事業特別会計）

地域介護予防活動支援事業

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

2,278

2,7533,160

22 年度

(決算）

23 年度

(決算）

25 年度

2,875

900854

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

8896

2063 1 2

（直近）

120.6%

0.29人 2,320 0.34人 2,720 0.20人 1,560 0.00人 0 57.4%

0.29人 2,320 0.34人 2,720 0.20人 1,560 0 57.4%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

64.6%

121.2%

- 

121.6%

58.3%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 回 22 23 28 0 40

（2） 人 436 457 580 0 800

（3） 回 16 16 16 0 17

（4） 人 264 256 285 0 300

選択の
理　由

24年度をもって廃止

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

居宅において、健康で生き生きとした生活を営むことが
できるよう支援することが目的。
地域における社会資源の有効活用を図る必要がある。
ボランティアのあり方を再検討すべきである。

24年度をもって廃止するので、委託は不可
能である。

内　　　　　　　　容

勉強会実施回数

勉強会参加者数

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

地区巡回活動実施回数

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

地区巡回活動参加者数

24年度をもって廃止。
選択の
理　由

3,074

2,384 2,766 0

214

1,613

176

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

185

任期付短時間勤務職員

正職員

H24/H23

496 354 0

(予算）(決算）

23 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 介護保険法第１１５条の３８

※見直し内容を記入

（平成18年度　～　）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

ボランティア等

人材養成のための研修等を実施

実施期間

介護予防に関するボランティア等の人材養成

財務会計上の事業名

地域介護予防活動支援事業

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

427

1,9872,816

22 年度

２　事業コスト・指標値の推移

（ 介 護 保 険 ）

地域介護予防活動支援事業

第 １ 期実施計画の事業名

事業の目的 【どのような結果を得るか】

担当部課名

保健衛生の充実

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

非常勤職員

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

事業の対象 【誰（何）を】

事業内容の見直し 平成　　年度

　（平成　　年度～平成　　年度）

0

内

訳

160132

再任用短時間勤務職員

アルバイト

247

(決算）

25 年度

事　業　費（千円）

(決算）

24 年度
区　　　　　分

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（介護保険） （ ）
財務会計上
の短縮番号 8910

2063 1

（直近）

106.9%

0.10 800 0.10 800 0.04 312 0.04 312 40.0%

0.10 800 0.10 800 0.04 312 0.04 312 40.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

105.0%

105.5%

- 

112.2%

97.2%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 39 11 0 5 5

（2） 人 39 166 140 250 255

（3） 人 637 1,319 1,522 1,600 1,700

（4） 人 実施なし 809 827 840 850

選択の
理  由

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

17,657

6,198

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、要介護
状態の重篤化を緩和すべく、介護予防事業の裾野を拡
げてゆく。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

委託で実施
（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

単位

二次予防教室勧奨者数

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、要介護状態の重篤化の緩
和、及び介護給付額の抑制に資すべく、介護予防事業を継続的に推進して
ゆく。

アセスメント件数

6,258

(予算）

地域ぐるみで自発的に介護予防に取り組め
るよう支援している

調査票未返送者フォロー件数

３　成果の達成状況

選択の
理　由

ケアプラン作成件数

国・府支出金

5577

6,379

4831

5,633一般財源

受益者負担　Ｂ

16733

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

その他財源 6,736

任期付短時間勤務職員

22 年度

  支  出  合  計　Ａ

再任用短時間勤務職員

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

24,957

24,157

施策名

事
業
コ
ス
ト
等

内

訳

6,646

介護予防事業

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成24年度

(決算）

財

源

※根拠となる法令の条項までを記入

19,00214493

25 年度

29,801

(決算）

27,889

32,38428,689 30,113

H24/H23
24 年度23 年度

(決算）

32,072

ケアプラン作成をアセスメントシートより判定し、必要者のみとした。

介護保険法115条の45

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

事業の目的 【どのような結果を得るか】

介護予防の動機付け、行動変容への誘導、自立生活の支援を行う

要介護状態になることを予防する

第 １ 期実施計画の事業名

介護予防ケアマネジメント事業財務会計上の事業名

実施期間

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

担当部課名

保健衛生の充実

福祉部　介護保険課

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名 小松　伸

アルバイト

高齢者

区　　　　　分

実施根拠

事業内容の見直し

２　事業コスト・指標値の推移

非常勤職員

  （平成18年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限



（介護保険） （ ）
財務会計上
の短縮番号 8895

2063 3

（直近）

131.0%

0.58 2,505 0.88 3,260 0.85 2,875 0.85 2,875 96.6%

0.23 1,840 0.23 1,840 0.20 1,560 0.20 1,560 87.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0.30 720 0.30 720 0.30 720 100.0%

0.35 665 0.35 700 0.35 595 0.35 595 100.0%

102.4%

148.6%

- 

117.4%

91.3%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 4,615 4,795 8,412 9,000 9,200

（2） 回 404 411 458 500 550

（3）

（4）

選択の
理  由

単位

受益者負担　Ｂ

4,885 5,003

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

853

3,141

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、要介護
状態の重篤化を緩和すべく、介護予防事業の裾野を拡
げてゆく。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

運動機能向上教室と介護予防教室を委託事
業として実施した。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

参加人数

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、要介護状態の重篤化の緩
和、及び介護給付額の抑制に資すべく、介護予防事業を継続的に推進して
ゆく。

実施回数

介護予防に資する基本知識を普及啓発して
いる

３　成果の達成状況

選択の
理　由

2,592一般財源

3,358 13,374

1,064 5,250

正職員

国・府支出金

906

3,442

512

  支  出  合  計　Ａ

再任用短時間勤務職員

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

537

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

その他財源

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名 小松　伸

施策名

(決算）

財

源

※根拠となる法令の条項までを記入

実施期間

任期付短時間勤務職員

22 年度

事
業
コ
ス
ト
等

内

訳

4,187

介護予防普及啓発事業

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成24年度

798 3,937254

25 年度

2,128

(決算）

1,625

H24/H23
24 年度23 年度

(決算）

10,499

(予算）

介護予防一次予防教室実施主担課を健康増進課から介護保険課へ移し実施。

介護保険法115条の４４

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

事業の目的 【どのような結果を得るか】

各種介護予防教室の開催、パンフレットの作成・配布、各種講座等の開催

介護予防に資する知識の普及啓発

第 １ 期実施計画の事業名

介護予防普及啓発事業財務会計上の事業名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

担当部課名

保健衛生の充実

福祉部　介護保険課

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

アルバイト

主として高齢者

区　　　　　分

実施根拠

事業内容の見直し

２　事業コスト・指標値の推移

非常勤職員

  （平成23年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限



（介護特会） （ ）
財務会計上
の短縮番号 8895

2063 1 1

（直近）

144.7%

0.16 1,219 0.17 1,300 0.80 6,240 0.80 6,240 470.6%

0.15 1,200 0.16 1,280 0.80 6,240 0.80 6,240 500.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.01 19 0.01 20 0 0 0.0%

397.4%

161.8%

121.7%

162.2%

473.5%

30.6%

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 29 52 48 50 60

（2） 人 868 948 1151 1200 1200

（3） 回 96 96 99 99 96

（4）

選択の
理  由

3.36

  （平成　19年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

山田和彦

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

介護予防普及啓発事業

事業内容の見直し

内

訳

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

保健衛生の充実

子ども・健康部　休日急病診療所

一般高齢者

通所により、運動器の向上等に効果がある事業を実施

介護予防

(予算）

19

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

5,990

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算） (決算） (決算）

89

173

26

1,227

144 140

230

193

6,288

297

482

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

介護保険法第１１５条の３８

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

介護予防普及啓発事業

参加実人員

実施回数

参加延人員

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

介護保険未認定者を対象に実施している事業で、介護保険認定者を減
らすための予防事業であるため、民間では実施していない事業である。介
護保険課と調整しながら今後のあり方を検討していく。

介護保険未認定者を対象に実施している事業で、介護
保険認定者を減らすための予防事業であるため、民間で
は実施していない事業である。介護保険課と調整しながら
今後のあり方を検討していく。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

ニーズが多く十分応じきれていない状態。１
次予防と位置づけて実施している。

２次予防として介護保険課が委託で実施して
いるが、１次予防は行っていない。

226 425 615 669

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

３　成果の達成状況

11.97 10.96 4.30

189

119

1,445 1,725 6,855 6,909

1,328

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（介護保険） （ ）
財務会計上
の短縮番号 8890

2063 2

（直近）

176.5%

0.51 2,250 0.81 3,000 0.85 2,875 0.85 2,875 104.9%

0.21人 1,680 0.21人 1,680 0.20 1,560 0.20 1,560 95.2%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0.30人 720 0.30 720 0.30 720 100.0%

0.30人 570 0.30人 600 0.35 595 0.35 595 116.7%

149.4%

177.8%

- 

175.4%

111.9%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 71 197 208 250 250

（2） 人 400 1,859 2,012 2,500 3,000

（3） 回 136 192 180 180 180

（4）

選択の
理  由

小松　伸

財務会計上の事業名

アルバイト

二次予防事業対象者

区　　　　　分

実施根拠

事業内容の見直し

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

通所型介護予防事業

事
業
コ
ス
ト
等

内

訳

5,022

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度

その他財源

  支  出  合  計　Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

介護予防教室については、1クール終了者の継続参加も認めて実施。

介護保険法115条の４４

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

実施期間

通所型介護予防事業

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

事業の目的 【どのような結果を得るか】

担当部課名

保健衛生の充実

福祉部　介護保険課

4,885

通所により運動機能、栄養改善及び口腔機能の向上等に効果がある事業を実施

自立した生活および自己実現の支援を行い、介護予防を実践する

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成24年度

  （平成18年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

第 １ 期実施計画の事業名

5,947

(決算）

3,935
財

源

再任用短時間勤務職員

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

任期付短時間勤務職員

受益者負担　Ｂ

一般財源

2,213

※根拠となる法令の条項までを記入

6,4411,814

25 年度

(決算）

24 年度

10,494

(決算）

参加延人員

5,247

20,052

国・府支出金

2,992

3,742

2,462

2,859

8,589

4,187

(予算）

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

平成23年度より、参加者が運動、栄養、口腔
機能等、トータルな健康知識を得ることができ
る事業を目指しており、事業の効果、参加率
の向上を目指している。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

17,177

7,135 8,947 13,369

単位区　　　　　分 内　　　　　　　　容

実施回数

参加実人員

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、要介護状態の重篤化の緩
和、及び介護給付額の抑制に資すべく、介護予防事業を継続的に推進して
ゆく。

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、要介護
状態の重篤化を緩和すべく、介護予防事業の裾野を拡
げてゆく。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

委託で実施
（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

指
標
値

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限



（ 介 護 保
険 ） （ ）

財務会計上
の短縮番号 8893

2063

（直近）

86.3%

0.58 2,505 0.88 3,260 0.80 2,790 0.80 2,790 90.9%

0.23 1,840 0.23 1,840 0.20 1,560 0.20 1,560 87.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0.30 720 0.30 720 0.30 720 100.0%

0.35 665 0.35 700 0.30 510 0.30 510 85.7%

86.0%

86.3%

- 

86.3%

85.6%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 9276 9262 8,687 9,000 10000

（2） 人 9276 7773 7,650 8,000 8500

（3） 人 637 3300 3,333 3,200 3315

（4） 率 6.9 42.5 43.6 40 39.0

選択の
理  由

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

二次予防事業対象者把握事業

担当部課名

保健衛生の充実

福祉部　介護保険課

小松　伸

施策名

  （平成23年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

第 １ 期実施計画の事業名

アルバイト

要介護認定を受けていない65歳以上の市民

区　　　　　分

実施根拠

事業内容の見直し

24 年度

3,816

22 年度 23 年度

その他財源

一般財源

国・府支出金

19833

7,465

1,658

(決算）

実施期間

14875

  支  出  合  計　Ａ

非常勤職員

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

内

訳

(予算）

2,211

3,815 3,267

350

6,503

1,908

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

調査項目のうち、市独自項目の見直し。

介護保険法115条の４４

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成24年度

1,431 2438

(決算）

財

源

事業の目的 【どのような結果を得るか】

再任用短時間勤務職員

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

25 年度

受益者負担　Ｂ

基本チェックリスト（調査票）を送付し、生活機能調査を行う

要支援、要介護状態となるおそれの高い状態にある者を対象者と決定する

正職員

任期付短時間勤務職員

9,291

39,668 4,424 6,501

42,173

(決算）

7,684 6,606

対象者の把握が調査票のみで簡単に行え
る。項目追加等の見直しを行った

実施者

二次予防対象者

回答者

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

対象者出現率

３　成果の達成状況

選択の
理　由

指
標
値

単位区　　　　　分 内　　　　　　　　容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、要介護状態の重篤化の緩
和、及び介護給付額の抑制に資すべく、介護予防事業を継続的に推進して
ゆく。

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、要介護
状態の重篤化を緩和すべく、介護予防事業の裾野を拡
げてゆく。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

委託で実施
（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（介護保険） （ ）
財務会計上
の短縮番号

2063

（直近）

106.8%

0.10 800 0.10 800 0.02 156 0.02 156 20.0%

0.10 800 0.10 800 0.02 156 0.02 156 20.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

104.4%

105.5%

- 

112.2%

94.7%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 100 217 259 260 270

（2） 人 72 148 247 250 260

（3）

（4）

選択の
理  由

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、要介護状態の重篤化の緩
和、及び介護給付額の抑制に資すべく、介護予防事業を継続的に推進して
ゆく。

在宅介護の充実を標榜する国の指針に基づき、要介護
状態の重篤化を緩和すべく、介護予防事業の裾野を拡
げてゆく。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

委託実施
（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

３　成果の達成状況

選択の
理　由

指
標
値

単位

関係機関との連携し、ケアマネジャーへの支
援を行っている

(決算）

28,709 29,967

ケアマネ個別指導

困難事例への指導・助言

6,260

32,308

24,241 27,909 32,152

25,041

5581

多様な生活課題に応じた制度やサービスの利用を支援する

包括的・継続的なケアを実現する

正職員

任期付短時間勤務職員

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

17,663 19,050

(決算）

財

源

事業の目的 【どのような結果を得るか】

再任用短時間勤務職員

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

介護保険法115条の45

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

実施期間

14544

  支  出  合  計　Ａ

非常勤職員

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移
25 年度

一般財源

国・府支出金

6,384 6,044

6,752

6,506

受益者負担　Ｂ

4848

5,649

16744

(決算）

  （平成18年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

H24/H23
(予算）

22 年度 23 年度

アルバイト

高齢者

区　　　　　分

実施根拠

事業内容の見直し

24 年度

29,811

事
業
コ
ス
ト
等

内

訳

その他財源

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

包括的・継続的ケアマネジメント事業

担当部課名

保健衛生の充実

福祉部　介護保険課

小松　伸

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3370

2064 1 1

（直近）

120.0%

1.00人 8,000 1.00人 8,000 1.00人 3,900 0.50人 11,700 48.8%

1.00人 8,000 1.00人 8,000 0.50人 3,900 1.50人 11,700 48.8%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

116.0%

- 

- 

- 

116.0%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 27,608 26,371 27,050 34,560 34,560

（2）

（3） 世帯 48,500 48,500 48,600 48,600 48,600

（4）

選択の
理　由

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

接種者数

ポリオワクチンの不活化や任意予防接種の定期化され、市の財政負担が
大きくなっている。
国や府の財政措置により、安定した事業の実施と市の財政負担の軽減を
引き続き強く求めていく。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

ポリオワクチンの不活化や任意予防接種の定期化への
動きなどがあり、市の財政負担が大きくなってくる。
国や府の財政措置により、安定した事業の実施と市の財
政負担の軽減を引き続き強く求めていく。

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

すでに予防接種の実施については池田市医師会
に委託済。
予防接種データー入力についても予算の可能な
範囲で業務委託中。予算の増により全データー入
力が委託可能。

内　　　　　　　　容

年間事業冊子

高い接種率により疾病の発生及びまん延を
予防している。

選択の
理　由

145,138 143,105 313,591165,964

※見直し内容を記入
日本脳炎新ワクチンにて接種の再開(平成18年～)麻しん風しん三期四期の接種開始
(平成20年～)

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H24/H23

137,756 135,105

人  件  費  （人・千円）

301,966事　業　費（千円）

(決算）

24 年度

(予算）
区　　　　　分

(決算）

25 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 予防接種法

予防接種法に基づく各種予防接種を実施し、疾病の発生及びまん延を予防する。

事業内容の見直し 平成18年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（昭和25年度　～　）

（ ）

予防接種事業

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

第 １ 期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

予防接種事業

子ども・健康部健康増進課担当部課名

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

事業の対象 【誰（何）を】

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

予防接種法に基づく年齢の範囲内の乳幼児等及び高齢者

集団接種 ： ポリオ（小児麻痺予防）
個別接種 ： 麻しん、風しん、三種混合、ｼﾞﾌﾃﾘｱ・破傷風、日本脳炎および(高齢者等の)
　　　　　　　　ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ

事業の目的 【どのような結果を得るか】

実施期間

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

162,064

165,964145,756

22 年度

(決算）

23 年度

担当課長名 藤田　恵子

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

非常勤職員

143,105  支  出  合  計　Ａ

財

源

618

任期付短時間勤務職員

313,666

75

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3375

2064 1 2

（直近）

95.2%

1.00人 8,000 0.50人 4,000 0.50人 3,900 0.50人 3,900 97.5%

1.00人 8,000 0.50人 4,000 0.50人 3,900 0.50人 3,900 97.5%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

96.3%

- 

- 

- 

96.3%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 873 840 828 900 900

（2） ％ 101.2 97.3 93.8 100.0 100.0

（3） 世帯 48,500 48,500 48,600 48,600 48,600

（4） 人 800 800 800 800 800

選択の
理　由

高い接種率を維持するにより結核を制圧できる。
個別接種を行える体制を池田市医師会が整えることができるかどうかが課
題。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

高い接種率を維持するにより結核を制圧できる。
個別接種を行える体制を池田市医師会が整えることが
できるかどうかが課題。

接種率

高い接種率により結核の発生及びまん延の
予防が図られている。

選択の
理　由

個人通知

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

7,589

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

池田市医師会に個別接種にて委託可能。

内　　　　　　　　容

年間事業冊子

単位

接種者数

7,877  支  出  合  計　Ａ

財

源
7,877

3,877 4,721事　業　費（千円）

24 年度
区　　　　　分

(決算）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

3,172

人  件  費  （人・千円）

任期付短時間勤務職員

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 予防接種法

実施期間

予防接種法に基づく結核予防接種を実施し、結核の発生及びまん延を予防する。

事業内容の見直し 平成17年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（昭和27年度　～　）

第 １ 期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

結核予防接種事業

事業の対象 【誰（何）を】

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課

（ ）

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

結核予防接種事業

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

※見直し内容を記入

(決算）

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

3,689

7,58911,172

22 年度

非常勤職員

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

生後０ヶ月から６か月未満の乳児

集団接種。ツベルクリン反応検査を廃止し、BCGを直接接種。４か月健診時に保健福祉総
合センターで同時実施。

担当部課名

生後0か月から4歳未満の対象年齢から生後０か月から６か月未満に切り替え早期に結核を
予防すべくＢＣＧ予防接種を実施

8,621

(予算）

23 年度

(決算）

25 年度
H24/H23

11,172 8,621

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3385

2064 1 3

（直近）

101.9%

0.16人 1,060 0.05人 400 0.05人 390 0.05人 390 97.5%

0.11人 880 0.05人 400 0.05人 390 0.05人 390 97.5%

0.05人 180 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

101.8%

- 

- 

- 

101.8%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 8,978 9,085 9,237 10,000 10,000

（2） 世帯 48,500 48,500 48,600 48,600 48,600

（3） 回 6 6 6 6 6

（4）

選択の
理　由

その他財源

一般財源

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

16,021

16,41116,592

22 年度

(決算）

国・府支出金

事業の対象 【誰（何）を】

(決算）

25 年度

担当部課名

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

65歳以上の市民

住民健康診査と同時実施

第 １ 期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

（ ）

結核検診事業

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

非常勤職員

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

結核検診事業

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課

実施期間

結核の早期発見、早期治療

事業内容の見直し 平成22年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成　　年度　～　）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 感染症法第53条の2（定期の健康診断）第3項

※見直し内容を記入 個別検診のみで実施

区　　　　　分

事　業　費（千円）

(決算）

24 年度23 年度
H24/H23

15,532 15,725 17,722

(予算）

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

任期付短時間勤務職員

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

受益者負担　Ｂ

16,125

16,592 16,125 18,11216,411

18,112

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

池田市医師会に委託済

内　　　　　　　　容

広報誌掲載

年間事業冊子

結核の早期発見、早期治療が図られている。
選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

受診者数

結核に関する正しい知識の普及。継続。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

結核に関する正しい知識の普及。継続。

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3370

2064 1 4

80.7%

0.00人 2,400 0.30人 2,400 0.20人 1,560 0.00人 0 65.0%

0.30人 2,400 0.30人 2,400 0.20人 1,560 0 65.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

80.3%

80.7%

- 

- 

79.9%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人(％) 372(53.7) 833(46.3) 301(16.3)

（2） 人(％) 490(45.0) 1,131(25.1) 909(19.7)

（3） 人(％) 550(45.3) 1,168(26.0) 830(18.0)

（4） 世帯 48,500 48,500 48,600

選択の
理　由

年間事業冊子

３　成果の達成状況

指
標
値

子宮頸がん予防　接種者

内　　　　　　　　容

小児用肺炎球菌ワクチン　接種者

ヒブワクチン　接種者

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

予防接種事
業へ

平成２５年度から予防接種法の改正により定期接種化された。国からの公
費助成が全額地方交付税となる。今後、接種対象者、接種期間等がどう
なるかを見極めが必要。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

平成２５年度から予防接種法の改正により定期接種化され
る予定。国からの公費助成が全額地方交付税となる。今
後、接種対象者、接種期間等がどうなるかを見極めが必
要。

すでに予防接種の実施については池田市医師会に
委託済。
予防接種データー入力についても予算の可能な範囲
で業務委託中。予算の増により全データー入力が委
託可能。

正職員

疾病の発生及びまん延の予防を図っている。
（平成25年度から定期接種化される予定のた
め、当該事業としては廃止）

選択の
理　由

区　　　　　分 単位

86,668

9,190 45,577 0

H24/H23

13,785 84,268 0

(予算）

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例交付金交付要綱

※見直し内容を記入

事業内容の見直し

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成22年度　～　）

個別接種 ： 子宮頸がん予防、ヒブ、小児用肺炎球菌予防接種

任意接種である子宮頸がん予防、ヒブ、小児用肺炎球菌の予防接種について国の施策により
その費用を助成する補助事業。

第 １ 期実施計画の事業名

事業の目的 【どのような結果を得るか】

実施期間

費用を助成することで接種を促し、子宮頸がんや肺炎、髄膜炎の発生及びまん延を予防する。

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要
保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

（ ）

子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

財務会計上の事業名

子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業

事業の対象 【誰（何）を】

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業実施要領による対象の乳幼児等及び児童、生徒

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課担当部課名

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

非常勤職員

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

68,001

69,56116,185

22 年度

(決算）

23 年度

0

33,167

36,394

内

訳

41,091

再任用短時間勤務職員

アルバイト

国・府支出金

25 年度

事　業　費（千円）

(決算）

24 年度
区　　　　　分

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

(決算）

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

6,995

任期付短時間勤務職員

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 3450

2064 2

（直近）

104.4%

0.10 800 0.10 800 0.10 780 0.10 780 100.0%

0.10 800 0.10 800 0.10 780 0.10 780 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

103.9%

- 

- 

- 

103.9%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 25 21 26 30 30

（2） ㎏ 18 27 26 30 30

（3）

（4）

選択の
理  由

9,963 10,444 10,852 11,730

10,444

9,163 9,644 10,072 10,950

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

３　成果の達成状況

本事業については、感染症予防法及び公衆便所設置条例に基づき行って
いるものであり、今後も継続して取り組んでいく必要がある

本事業については、順調に推移しており、特に課題と呼
べるものはないが、感染症予防法及び公衆便所設置条
例に基づいて行っており、今後も継続して取り組んでいく
必要がある

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

害虫発生の抑制、公衆便所の清掃保持に努
める

（財）池田市公共施設管理公社に業務を委
託し、その経費について補助金を支出

レナトップ乳剤散布

ハイカプシン粒剤

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第27条・28条、公衆便所設置
条例

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

防疫及び公衆便所清掃維持管理事業

9,963 10,852 11,730

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算） (決算） (決算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

（財）池田市公共施設管理公社に業務を委託して、水路・下水道管内の害虫駆除や感染症
発生時の消毒及び市内４箇所に設置の公衆便所の維持管理を実施

公衆衛生の維持・向上・回復及び公衆便所の快適な供用に資する

(予算）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

事業内容の見直し

内

訳

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

保健衛生の充実

環境部　業務センター

水路・下水道及び条例設置の公衆便所

畠仲　逸志

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

防疫及び公衆便所清掃維持管理事業

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ）
財務会計上
の短縮番号

3348

2065 1 1

（直近）

86.4%

0.60人 3,920 0.74人 3,544 0.74人 3,504 0.75人 3,582 98.9%

0.40人 3,200 0.20人 1,600 0.20人 1,560 0.21人 1,638 97.5%

0.20人 720 0.54人 1,944 0.54人 1,944 0.54人 1,944 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

96.2%

- 

- 

- 

96.2%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 5,000 1,500 1,500 1,500 1,500

（2） 人 5,000 1,500 1,500 1,500 1,500

（3）

（4）

選択の
理　由

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

835

4,3396,746

22 年度

財務会計上の事業名

市民健康フォーラム事業

4,886

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

市民

健康フォーラムの開催

23 年度

(決算）

25 年度

担当部課名

保健衛生の充実

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課

（ ）

池田市民健康フォーラム事業

２　事業コスト・指標値の推移

事業の目的 【どのような結果を得るか】

第 １ 期実施計画の事業名

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

事業の対象 【誰（何）を】

実施期間

市民の健康意識の向上

事業内容の見直し 平成23年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成20年度　～　）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

24 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入

区　　　　　分
(決算）

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

非常勤職員

966 1,304事　業　費（千円）

(決算） (予算）

国・府支出金

※見直し内容を記入
健康まつりを廃止し「健康」に特化した内容に変更し、会場も保健福祉総合センターに変更
した

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H24/H23

2,826

4,510

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

任期付短時間勤務職員

4,339

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

委託より、自主運営が望ましい

内　　　　　　　　容

参加人数

運営方法の再検討(市の補助金が必要か）。
地域分権事業等により、完全自主運営とする
等検討が必要。

選択の
理　由

今後も市民の健康づくりの普及および啓発を図る必要。また、運営方法
の検討も必要。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

今後も市民の健康づくりの普及および啓発を図る必要が
ある。

6,746 4,510

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分

公衆衛生、健康増進の意識向上

4,886

単位

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計



（ ）
財務会計上
の短縮番号 3333

2065

（直近）

102.4%

0.02人 160 0.02人 160 0.01人 78 0.01人 78 48.8%

0.02人 160 0.02人 160 0.01人 78 0.01人 78 48.8%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

101.2%

- 

- 

- 

101.2%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H26)

（1） 人 3,218 3,227 2,883 3,000 3,000

（2）

（3）

（4）

選択の
理　由

10,581 6,828

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

小児救急を取り巻く状況や受診者数の変化に応じ、安定的に継続させて
いく必要がある。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

小児救急を取り巻く状況や受診者数の変化に応じ、安
定的に継続させていく必要がある。

内　　　　　　　　容

こども急病の患者数

区　　　　　分 単位

箕面市、豊中市が事務局となり、独自に運営
し、負担金として負担している。

急病や緊急時医療の必要性があり、その成
果を収めている。

選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

12,5596,909

6,828

人  件  費  （人・千円）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

任期付短時間勤務職員

国・府支出金

※見直し内容を記入
豊能広域こども急病センターが設立され、診療時間外における小児（中学生まで）の診察等
の実施

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H23/H22

10,421 6,668 12,481事　業　費（千円）

(決算）

24 年度

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 豊能地域救急医療対策事業運営費補助金交付要綱

(予算）
区　　　　　分

(決算）

事業内容の見直し 平成16年度

　（平成　　年度～平成　　年度）（平成　　年度　～　）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

担当課長名 藤田　恵子

子ども・健康部健康増進課

（ ）

広域医療対策事業

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

非常勤職員

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

市民

池田市、豊中市、箕面市、吹田市、能勢町及び豊能町の４市２町で組織
豊能二次医療圏救急医療関係４市２町会議及び豊能広域こども急病センターの運営費の
負担

保健衛生の充実

２　事業コスト・指標値の推移

事業の目的 【どのような結果を得るか】

第 １ 期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

事業の対象 【誰（何）を】

実施期間

市民の休日、祝日、夜間における急病や緊急時医療の対応

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

6,831

6,90910,581

22 年度 23 年度

(決算）

25 年度

担当部課名

12,559

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時　限

実 施 未 実 施

Ａ　目標に向かって順調に推移している

Ｂ　目標に向かって順調に推移していない

Ｃ　判断できない

１　事業内容・手法を改善

２　現在の事業内容を継続

３　事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１　導入済

２　事業の全てが可能

３　事業の一部が可能

４　不可能

企業会計


